
社会保障審議会介護給付糞分科会  

介護予防ワーキングチーム（第6回）議事次第  

平成17年10月11日（火）  

10時から12時まで  

於：東海大学校友会館 阿蘇の問  

議 題  

1．「目標の達成度に応じた評価の仕組み」について（案）  

2．その他   



r目標の達成度に応じた評価の仕組み」について（薫）  

Ⅰ．介護予防WT及び介護給付費分科会における主な議論の概要  

（1）亘良性  

○目標の達成度合いに応じた介護報酬の設定についても導入の方向で検討し   

ていくことが考えられる。  

（2）評価の対象  

○評価については、利用者個々人に着目した評価ではな＜、事業者全体の質を   

評価する観点から、事業所単位の評価とすることが適当である。  

○大数の法則が働かない小規模事業所については、こうした評価はなじまな   

い。   

（3）評価の指標  

○事業所単位の評価をしていくことはよいが、客観的かつ数量化できる指標を   

用いることが必要である。  

○指標は、「要介護度の改善」あるいは「サービスからの離脱」とすることが   

適当である。   

（4）報酬の支払い先  

○報酬の支払い先は、各事業者に直接給付する方法が適当である。  

（5）その他  

○公平・公正な評価、地域全体を視野に入れた評価を確保する観点から、［引票   

達成に係る地域包括支援センターの関与を検討することが必要である。  

Ⅱ．検討すべき主な技術的論点について  

（論点1）評価の対象となる事業所の要件をどのように考えるか。   

○巨∃標の達成度に応じた評価は、事業所単位の評価とすることが適当である   

が、その場合に、一定規模以上の利用実人員（登録者数）を有する事業所   

でないと、評価結果の変動が大きくなってしまうことから、小規模事業所   

は評価になじまないと考えられるが、どの程度の規模以上の事業所を対象  

とすることが適当か。  
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○また、事業所においては、「共通的サービス」及び「選択的サービス」を   

提供することとなるが、このうち評価の対象となる事業所については、ど   

のサービスを提供する事業所とすることが適当か。  

（論点2）評価を行うに当たって対象となる者の条件をどのように考える力㌔  

○事業所に対する目標の達成度に応じた評価であることを踏まえると、いず   

れの指標を用いて評価を行うにしても、同一事業所において、一定期間以   

上継続してサービスを利用する者を対象とすることが適当であると考え   

られるが、どの程度の期間とするか。  

（案1） 6月以上  

（案2） 3月以上  

（論点3）評価の指標どのように設定する力㌔  

○客観的かつ簡便な指標とすることが適当であり、具体的には、以下のよう   

な指標が考えられるが、どの方法が適当か。  

（案1）  

（案2）  

（案3）  

（案4）  

「サービスからの離脱」を指標とする方法  

「要介護度」を指標とする方法  

「サービスからの離脱」及び「要介護度」を指標とする方法  

「要介護認定の1次判定」を指標とする方法  

Ⅲ．主な論点に対する対応案  

（1）評価の対象となる事業所の規模をどのように考える力＼。   

○現在の適所系サービス事業所の規模別の数は別紙のとおり、比較的小規模  

な事業所が多い。（要支援、要介護1の利用者の規模で考えても、それぞ  

れ一日中の利用実人員が5人未満になる事業所が4～5割を占める。）   

○上記の規模別の事業所数を踏まえ、事業所の年間利用実人員数のうち、要  

支援1及び要支援2の利用者数が、例えば10名に満たない事業所は、評   

価の対象としないこととしてはどうか。  
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○また、評価の対象となる事業所については、介護予防の効果が明確な新メ   

ニュー（「運動器の機能向上」、「栄養改善」、「口腔機能の向上」）を提供す   

る事業所を加算対象とし、これらのサービスを実施しない事業所について   

は評価の対象としないこととしてはどうか。  

（2）評価を行うに当たって対象となる者の条件をどのように考えるか。  

○同一事業所において、最低どの程度の期間継続してサービスを利用する者   

を、評価を行うに当たっての対象者とすることが適当かについては、事業   

所において選択的サービスが主たるサービスとして提供されると考えら   

れることから、これらのサービスの想定される1クールの提供期間を考慮   

する必要がある。  
■一一一一－－－・－－－・－－・－－一－・－－－－－－■－●－‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‘‾‾‾●‾‾‾‘‾‾‾‾‾‾‾‾■－‾‾‾－‾‾‾‾‾－‾－‾‾‾●‾一‾■‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾■‾‾‾‾‾  

l  

l※選択的サービスにおいて想定される1クールのサービス提供期間  
l   

－「運動器の機能向上」、「口腔機能の向上」  ：3月間  

・「栄養改善」  ：6月間  

○このうら、利用者の中には、「運動器の機能向上」や「口腔機能の向上」   

のみを利用する者も想定されることから、目標の達成度に応じた評価を行   

うに当たって対象とする者としては、「最低3月問以上継続して同一の事   

業所においてサービスを受けた者」とすることが適当ではないか。  

（3）評価の指標をどのように設定する力㌔  

○評価の指標については、客観的かつ簡便という観点からは、以下の4案が   

考えられるが、より客観的な指標であり、また、簡便に評価が可能という   

観点からは、案2のように要介護度をその指標とすることが適当ではない   

か。  
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（案1）「サービスからの離脱」を指標とする方法  

（1）指標の内容  

○以下のような指標を用いることとする。  

l  

l   

※特定の事業所によるサービス利用を終了した看であって、その終了が、介護予防‡  
ケアマネジメントにおいて設定した目標に照らし、当該事業所におけるサービス： l  
利用により状態の改善が認められたことによるものであると地域包括支援セン；  

ターが認めた者。  
I  

l  

t   

O上記の指標を用いて原則として1年間に一定期間以上同一の事業所においてサー：  

l   ビスを利用した者の中で、状態の改善により当該事業所によるサービス利用を終了：  
した者の割合が一定以上の事業所について、加算により評価することとする。  

l  

1  

1  

1  

（2）上記の指標を用いる場合の問題点  

①状態の改善によりサービスを終了したかどうかの判断基準の設定は困難であるこ；   

とから、その判断は個別のケースごとに地域包括支援センターに委ねることとなる；   
が、その場合には、地域包括支援センターの窓意性が入ることとならないか。  

l  

I  

t   

②いったん特定の事業所のサービス利用を終了した者が、一定期間後にサービスを再；  
び利用し始めるようなケースも考えられ、このような場合にも事業所は評価がなさ： l   
れることとなるがどうか。  

l  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－一一一－－－－－－－－－一一一－－－－－－－－一－－－－－－－－一一一一－－－－－－－－－－－－－－－一一－一一－－－－l  

l－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－一一－－－－－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 

■ ハ土．〈、「；。；ノし蔓放出．ナ＋ヒ．1凛t▲．」＿7「トさ＋  
（案2）「要介護度」を指標とする方法  

（1）指標の内容  

○以下のような指標を用いることとする。  

l  

l  

※要介護度の「維持」については、悪化予防という観点からは、評価の対象に加え…  
l   

ることが適当であると考えられるが、サービスを利用しなくとも、一定程度「維；  
l   

持」することも考えられることから、評価の対象とする「維持」については、更；  
l   

新認定により要介護度が維持した者のヰで、地域包括支援センターが、当該利用；                                                                                                                                                  l  

者のケアプランに照らし、設定した目標を達成したと認めた者とする。  
l  

l  

l  

l  

O上記の指標を用いて原則として1年間に一定問以上同一の事業所においてサービ…  
l   

スを利用し、その後に更新認定を受けた者の中で、要介護度が維持又は改善した者；  
l  

の割合が一定の事業所について、加算により評価することとする。  
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（2）上記の指標を用いる場合の問題点  

①更新認定を受けた者のみが対象となるため、以下の問題が考えられる。  
I  

・更新認定が特定の事業所のサービス終了後にある場合には、事業者により当該：                                                                                                                                        l  

l   更新認定の情報を入手することが難しいことから、事業者と当該利用者との個：                                                                                                                                                   t  
l   別の契約により更新認定の情報を得られた者についてのみ評価対象となるた：  

l  

め、事業者による情報収集の困難性や窓意的に利用者の情報を操作するおそれ；  
l  

が考えられる。  
l   

－ また、上記の場合に、事業所としては、更新認定時まで継続してサービス提供：                                                                                                                                                  l  
l  

を行う可能性が考えられる。  
l  

l  ※これらの問題点については、評価を行うプロセスにおいて、システムを活用する：                                                                                                                                                   l  
ことにより解決が可能となると考えられる。  

t  

l  

l  

②「維持」について、「ケアプラン上の目標達成している稚持者」の判断を客観的に：  
l  

行うための基準が必要である。   

－－－●■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  

「－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－一一一－一一－－－－－－－－－－－一一一－－－－－一－－－一一－－■‾‾‾‾‾‾‾‾‾ ‾t  
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（案3）「サービスからの離脱」及び「要介護度」を指標とする方法  

（1）指標の内容  

○（案1）及び（案2）を参照し、以下のような指標を用いることとする。  
（案1）「サービスからの離脱」に加え、より客観的指標である（案2）「要介護：                                                                                                                                                      l  

（※）（案1）と同じく、地域包括支援センターが認めた者とする。  
】  

（※※）サービス終了後の更新認定情報の入手の困難性等より、サービス利用中におけ：                                                                                                                                                    l  

l    る要介護度変化を評価する。また、より効果を明確に評価するため、要介護度こ  
l  

が改善した者のみを評価することとする。   

－■－－－－－－一一－－一一 一一一－－－－－－－－－一一一－－－一一－－一一－－－－一一一－－－－－－－－－－－－一一－ －－一一－－－－－－－－－－－－－一一－■‾  
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－－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－一一－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－一一－－－‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾ 
I  

（2）上記の指標を用いる場合においても、以下の問題点が残りうる0  

①状態の改善によりサービスを終了したかどうかの判断基準の設定は困難であるこ；  
l  

とから、その判断は個別のケースごとに地域包括支援センターに委ねることとなる： l   
が、その場合には、地域包括支援センターの窓意性が入ることとならないか。  

l   

②いったん特定の事業所のサービス利用を終了した者が、一定期間後にサービスを再： l   

び利用し始めるようなケースも考えられ、このような場合にも事業所は評価がなさ；  
I   

れることとなるがどうか。  

③要介護度の「稚持」が評価されないこととなる。  

（案4）「要介護認定の1次判定」を指標とする方法  

（1）指標の内容  

○以下のような指標を用いることとする。  

；○利用者が特定の事業所によるサービス利用を終了した後に、当該利用者の有効期間；  
l  

が終了しているかどうかにかかわらず、要介護認定の1次判定を用いて状態の維持：                                                                                                                                                          l  
t  

又は改善を判定し、維持又は改善した利用者の割合が一定以上の事業所について、；  

加算により評価することとする。  

（2）上記の指標を用いる場合の問題点  
l  

①1次判定には本来医師の意見書が必要であることから、正確な評価を行うことが難：                                                                                                                                                  t  
l   

しいのではないか。（また、1次判定のみで評価を行うこととすると、要介護認定：                                                                                                                                                  1  

の2次判定そのものの意味が問われることとなる。）  
1  

l  

②1次判定を行う者は市町村が想定されるが、利用者のサービス終了ごとに行うとな…  
I  

ると事務量が大幅に増える可能性がある。  
1  

1  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－－－－－一一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－一－一一－－一一－－一‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾  
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